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1. はじめに 





























































計画策定当初の約 250 種類から現在 150 種類未満
まで減少している 
 

































住民記録, 外国人登録, 戸籍, 印鑑登録, 
証明書コンビニ交付, 住民登録外管理, 収
税, 口座登録, 未納管理, 口座振替・コン
ビニ収納, 法人市民税, 住民税, 軽自動
車税, 固定資産税, eL-tax/国税連携, 家
屋図形評価, 課税資料ファイリング, 固定
資産地図情報, 概要調書作成, 健康管理, 
国民健康保険, 後期高齢者医療, 国民年
金, 老人保健, レセプト管理, 介護保険, 
生活保護,障害者自立支援, 障害者支援, 
児童扶養手当, 子ども手当, 保育, 厚生労




広報誌配送, 安否情報確認, 緊急情報, 
防災行政通信, ホームページ更新, 全国
消費生活情報ネット, 会議録検索, 図書
館, 電子図書サービス, 火災予防情報 
内部事務
システム 
人事・給与, 勤務情報, 公文書管理, 例規
集管理, 備品管理, 電子メール, Proxy, 修
正プログラム自動配信, 操作ログ収集, 住
民情報基幹システム管理, グループウェア, 
予算編成, 決算統計書, 起債管理, 予算







全庁型GIS, 土木積算, 建築確認, 開発図
書管理, 生産緑地地区管理, 農地情報管
理, 水田情報管理, 森林情報, 風向風速





















税台帳, 還付処理, 分割納付処理, 特定















融資管理, 大型ごみ受付, 飼い犬管理, 
空き地管理, 市営住宅管理, 屋外広告物
管理理, 水田情報管理, 森林情報, 風向


















































































とを目指した「e-Japan 戦略」、平成 15 年に発表
































































































































LGWAN 上に SaaS(Software as a Service)形式のコ
ミュニティクラウドを構築することが適している。 
 
































































































































































































































 これらの課税客体の異動は、地方税法第 382 条
































































































































































































Office Suite 等を用いた内製化も多数実施できた。 





































































































































































































































 前者の、図書館システムは少数の民間 IT ベンダ
ーによる寡占状態の現状であるためコストが高止
まりしている。そこで、オープンソースソフトウ
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